
　　　　（平成23年3月31日）

（単位：百万円）

科         目 金        額 科         目 金        額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流   動   資   産 104,856             流   動   負   債 71,312              

現 金 及 び 預 金 14,838              支 払 手 形 25,130              

受 取 手 形 14,526              買 掛 金 10,762              

売 掛 金 16,335              短 期 借 入 金 28,393              

商 品 5,274               未 払 金 85                  

販 売 用 不 動 産 49,622              未 払 法 人 税 等 108                 

前 渡 金 1,515               繰 延 税 金 負 債 0                   

前 払 費 用 34                  未 払 費 用 1,424               

そ の 他 2,751               前 受 金 1,326               

貸 倒 引 当 金 43△                預 り 金 55                  

賞 与 引 当 金 995                 

災 害 損 失 引 当 金 39                  

従 業 員 預 り 金 1,337               

販 売 代 理 預 り 金 1,228               

そ の 他 425                 

固   定   資   産 8,469               固   定   負   債 28,142              

有 形 固 定 資 産 826                 長 期 借 入 金 19,714              

建 物 307                 繰 延 税 金 負 債 3                   

構 築 物 47                  退 職 給 付 引 当 金 1,774               

車 両 運 搬 具 4                   資 産 除 去 債 務 32                  

什 器 備 品 386                 受 入 保 証 金 6,618               

土 地 80                  

99,454              

無 形 固 定 資 産 330                 （ 純 資 産 の 部 ）

借 地 権 7                   株　　主　　資　　本 13,870              

ソ フ ト ウ ェ ア 223                 資本金 9,000               

電 話 加 入 権 99                  資本剰余金 4,099               

投資その他の資産 7,312               その他資本剰余金 4,099               

投 資 有 価 証 券 217                 

関 係 会 社 株 式 4,395               

長 期 貸 付 金 540                 利益剰余金 771                 

長 期 前 払 費 用 16                  その他利益剰余金 771                 

差 入 保 証 金 1,198               　繰越利益剰余金 771                 

そ の 他 1,047               

貸 倒 引 当 金 102△               

評価・換算差額等 0                   

繰延ヘッジ損益 0                   

13,871              

113,326             113,326             

（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

資 産 合 計

貸 借 対 照 表

負 債 純 資 産 合 計

負 債 合 計

純 資 産 合 計



損益計算書
平成22年4月1日から

平成23年3月31日まで

（単位：百万円）

科           目 金                          額

住 宅 資 材 売 上 高 143,717              
木 材 市 場 売 上 高 17,679               
不 動 産 売 上 高 55,118               216,514              

住 宅 資 材 売 上 原 価 130,547              
木 材 市 場 売 上 原 価 17,057               
不 動 産 売 上 原 価 46,216               193,822              
売 上 総 利 益 22,692               
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 21,177               

営 業 利 益 1,514                
営 業 外 収 益

受 取 利 息 40                   
受 取 配 当 金 37                   
そ の 他 672                  750                  

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,263                
そ の 他 28                   1,291                

経 常 利 益 973                  
特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 24                   
災 害 に よ る 損 失 390                  
資産除去債務会計基準の
適 用 に 伴 う 影 響 額 22                   437                  

税 引 前 当 期 純 利 益 535                  
法人税、住民税及び事業税 59                   
法 人 税 等 調 整 額 3                    63                   
当 期 純 利 益 472                  

（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。



（単位：百万円）

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成22年3月31日残高 9,000            -               4,099             4,099            298 298 13,398           

当期変動額

 当期純利益 472 472 472

 株主資本以外の項目の

 当期変動額（純額）

当期変動額合計 -                -               -                 -                472 472 472

平成23年3月31日残高 9,000 -               4,099 4,099 771 771 13,870

平成22年3月31日残高 △ 3 △ 3 13,394            

当期変動額

 当期純利益 472               

 株主資本以外の項目の

 当期変動額（純額）

当期変動額合計 4 4 477

平成23年3月31日残高 0 0 13,871
（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

その他
資本剰余金

資　本　剰　余　金

　　　　　　　株主資本等変動計算書

利益剰余金合計資本準備金 資本剰余金合計

4

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

4

純資産合計

4

利　益　剰　余　金

株　　　主　　　資　　　本

　　　　　　  　平成22年4月1日から

　　　　　　  　平成23年3月31日まで

株主資本合計資　　本　　金



個別注記表 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 (1)有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式･･････････････移動平均法による原価法 

  その他有価証券（時価のないもの）････････移動平均法による原価法 

(2)たな卸資産 

商品･･･････････････････････････････木材・躯体については個別法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

その他の商品については先入先出法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

販売用不動産･･･････････････････････個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法） 

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産（リース資産を除く）･･･････定率法 

                  ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）に

ついては定額法 

                  なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一

の基準 

(2)無形固定資産(リース資産を除く) ･･･････社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

 (3)長期前払費用･･････････････････････････定額法 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、当期の負担すべき支給見込額を計上しております。 

(3)退職給付引当金 

従業員及び執行役員の退職給付に備えるため、従業員については、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。執行役員については、内規に基

づく当期末要支給額の全額を計上しております。 

(4)災害損失引当金 

平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災に伴う復旧費用等の支出に備えるため、その見積り額を計上しており

ます。 

４．完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適用し、その他の工

事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事の当期末における進捗

度の見積りは、原価比例法によっております。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 



６．ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理

を採用しております。 

 

７．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、期間

費用として処理しております。 

８．会計方針の変更 

(1)資産除去債務に関する会計基準の適用 

当期より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ 1百万円、税引前当期純利益は 24 百万円減少しております。 

貸借対照表に関する注記 

１．担保資産及び担保付債務    

(1)担 保 資 産  販 売 用 不 動 産  22,906百万円 

     

(2)担 保 付 債 務  
すてきナイスグループ㈱

の 借 入 金 
 31,415 百万円 

２．有形固定資産の減価償却累計額                          1,366 百万円 

３．偶発債務 

保証債務 

   すてきナイスグループ㈱の金融機関からの借入に対する債務保証       60,276 百万円 

   顧客住宅ローンに関する抵当権設定登記完了までの間の金融機関 

借入債務に対する連帯保証債務                       5,574 百万円 

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短 期 金 銭 債 権     3,486 百万円 

長 期 金 銭 債 権  540 百万円 

短 期 金 銭 債 務  26,655 百万円 

長 期 金 銭 債 務  19,456 百万円 

損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

売 上 高     7,954 百万円 

仕 入 高  7,621 百万円 

営業取引以外の取引高  1,036 百万円 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式に関する事項                           

 普 通 株 式     100,000 株 

 



金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、親会社等からの借入により資金を調達しております。 

受取手形、売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理等を定めた社内規程に沿ってリスク低減を図っております。 

支払手形、買掛金は、ほとんど１年内の支払期日であります。借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投

資資金等（長期）であります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

  平成 23 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

(単位：百万円）       

 貸借対照表計上額（※） 時 価 （ ※ ） 差 額 

（１）現金及び預金 14,838 14,838 －  

（２）受取手形 14,526 14,526 －  

（３）売掛金 16,335 16,335 －  

（４）長期貸付金 540 540   △    0 

（５）支払手形 (25,130) (25,130) －  

（６）買掛金 (10,762) (10,762) －  

（７）短期借入金 (28,393) (28,393) －  

（８）未払金 (85) (85) －  

（９）未払法人税等 (108) (108) －  

（10）長期借入金 (19,714) (19,756)     42  

※ 負債に計上されているものについては、（）で示しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

(１)現金及び預金、（２）受取手形、並びに（３）売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(４)長期貸付金 

長期貸付金の時価については、回収可能性を反映した元利金の受取見込額を国債の利回り等適切な指標に信用スプレッ

ドを上乗せした利率で割り引いた現在価値によって算定しております。 

負債 

(５)支払手形、（６）買掛金、(７)短期借入金、(８)未払金、並びに（９）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(10)長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。 

（注２）非上場株式（貸借対照表価額 子会社株式 3,883 百万円、関連会社株式 511 百万円、その他有価証券 217 百万円）

は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難

と認められるため、上記表には含めておりません。 

  



税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰 延 税 金 資 産    

      販 売 用 不 動 産  1,156 百万円 

      賞 与 引 当 金  404 百万円 

退 職 給 付 引 当 金  722 百万円 

繰 越 欠 損 金  3,164 百万円 

      そ の 他  190 百万円 

繰 延 税 金 資 産 小 計   5,638 百万円 

評 価 性 引 当 金  △ 5,283 百万円 

繰 延 税 金 資 産 合 計   354 百万円 

繰 延 税 金 負 債   

前 払 年 金 費 用  354 百万円 

そ の 他  3 百万円 

繰 延 税 金 負 債 合 計  357 百万円 

繰延税金負債の純額  3 百万円 

リースにより使用する固定資産に関する注記 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成 20 年３月 31 日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。 

１．リース物件の取得原価相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額           （単位：百万円） 

 取 得 原 価 相 当 額
減 価 償 却 累 計 額

相 当 額
期 末 残 高 相 当 額

車 両 運 搬 具 49 33 16

什 器 備 品 4 3 0

合 計 53 37 16

２．未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内     10 百万円 

１ 年 超   6 百万円 

合 計  16 百万円 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料     12 百万円 

減 価 償 却 費 相 当 額  12 百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 

 

 

 



関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社及び法人主要株主等                                 （単位：百万円）    

属     性 会社等の名称 

議決権等の

所有（被所

有 ） 割 合 

関 連 当 事 者

と の 関 係
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

親 会 社 
すてきナイス

グループ㈱ 

被所有  

直接 100.0％ 

役 員 の 兼 任

資 金 の 借 入

不動産の賃借

経営の管理等

債務の保証

(注 2)

重畳的債務

引 受

（注 3）

担保の受入

（注 4）

担保の提供

(注 5)

資金の借入

（注 6）

利息の支払

(注 6)

60,276 

 

372 

 

 

3,728 

 

22,906 

 

84,046 

 

1,019 

 

― 

 

― 

 

 

― 

 

― 

 

短期借入金 

長期借入金 

前 払 費 用 

 

―

     

     ―

    

 

  ―

  ―

26,277

19,456

34

 

（注）1.取引金額等には、消費税等は含まれておりません。 

2.すてきナイスグループの金融機関からの借入の一部に対して債務保証を行っております。なお、保証料は受領し

ておりません。 

3.平成 19 年 10 月 1 日付の会社分割により、当社が承継した債務について、重畳的債務引受を受けております。 

4.金融機関からの借入の一部に対して土地及び建物の担保提供を受けております。 

5.すてきナイスグループ㈱の金融機関からの借入の一部に対して販売用不動産の担保提供を行っております。 

6.資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

 

２．子会社等                                       （単位：百万円） 

属     性 会社等の名称 

議決権等の

所有（被所

有 ） 割 合 

関連当事者

と の 関 係
取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子 会 社 
ナイスプレカ

ット㈱ 

所有  

直接 100.0％ 

役員の兼任

不 動 産

の 賃 貸

不動産賃貸

料 の 受 取

(注 2)

152 ― ― 

（注）1.取引金額等には、消費税等は含まれておりません。 

2.不動産賃貸料は各不動産毎の実費相当額を基に算出した金額としております。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１． １ 株 当 た り 純 資 産     138,717 円 07 銭 

２． １ 株 当 た り 当 期 純 利 益  4,725 円 24 銭 
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